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1 .問題の所在

1.本稿は、表題の示すテーマを論ずる上で、 2014年の学校教育法及び国

立大学法人法の改正が如何なる意味を持っかについて、考察することを目

的とする。 2014年は日本の高等教育の在り方が、本質的に問いかけられた

年であった。同年6月20日、 1ヶ月にも満たない国会審議の下で、「学校

教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律J(以下、「改正学教法J

という。)が制定されたからである(同改正法の施行日は2015年4月1日)。

従来の学校教育法(以下「学教法Jという。)及び関連する高等教育関連

法では、学教法自身が「学術の中心」と規定する「大学J(学教法83条1

項)において、憲法23条の保障する「学問の自由J及び「大学の自治」を

具体化するための諸規定を置いていた10 しかし今回の改正学教法は2、

こうした憲法原理との関係で重大な問題をはらみ、既に違憲の疑いが指摘

されている30

憲法23条の「学問の自由Jについては既に多数の論説があるところから

ここでは詳しい論証は避けるが、憲法19条「思想良心の自由jや21条「表

現の自由j等の市民的自由とは別に憲法上「学問の自由」が特に保障され

る根拠としては、国立大学が多数のドイツ4や私立大学が主流のアメリカ5

における学問の自由の歴史的経緯と比較して、日本の場合は、戦前の滝川

事件や天皇機関説事件等政府による大学・学問弾圧とそれに対する大学の
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抵抗の歴史があり、そこから現行憲法上明文をもって学問の自由を保障す

るところに特徴がある。この場合、学問の自由の内容としては、近代の研

究者が学問研究を継続するためには大学等の高等研究機関に雇用されるこ

とが必然とされざるを得ないところから、思想良心の自由等の市民的自由

を「回復Jするために学問の自由を根拠づけ、学問の自由の特権性を排除

する立場6と、国民一般に保障される市民的自由としての学問の自由 (i一

般保障J)のほかに、「学問Jという精神活動の特質、上記の特殊日本的な

歴史的な経緯等から特権性を排除しつつ、とりわけ大学等の高等教育研究

機関に所属する研究者等おける学問の自由を「特別保障jとして認識する

立場7があり、後者の立場が多数である80 また、特権ではなく、むしろ高

等教育機関において教育研究に従事する者が教育研究という「職権」を果

たす限りにおいて初めて事受できるという「専門職能にもとづく〈義務=

自由〉であるところの、『職責』としての自由」として、学問の自由を説

く立場もある90

現代の高度に進歩した学問・科学状況にあって個人の研究者が単独で研

究を続けるという状況は極めて稀であり、研究者は殆どの場合、大学等の

教育研究機関に雇用されて教育研究に従事するところから、そうした雇用

関係の中で教育研究が必然的に身分上の緊張関係におかれることを踏まえ

て、大学等の高等教育研究機関に所属する研究者に対し、憲法23条が「教

授の自由」等の学問の自由を保障していると考える点では、諸説間に異論

がないと言えよう口

他方の「大学の自治」に関しては、アメリカのアカデミック・フリーダ

ムもドイツでいう Lehrfreihaltも、本来は「大学の自由」を意味してい

た10のに対して、日本では、「大学の自治」の保障は、「学問の自由」の保

障から導かれる、それ自体が憲法原理であると考えるのが一般である110

とりわけ23条の学問の自由の保障に特別保障を強調する多数説は勿論、近

代研究者の雇用関係の必然性と危険性を強調する上記の市民的自由説から
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も、「大学の自治」の必要性は強調されることになるo即ち、いずれの立

場においても、「大学の自治Jは「大学における学問の自由」が根拠とな

る点が重要である。

「大学の自治」は、本来大学の内外において一体的にとらえられるべき

ことは当然であるが、本稿では議論の便宜上、大学の自治を、対外的側面

= i対外的大学の自治」、対内的側面=i対内的大学の自治」という、二

元的な視点を採用する。著名な「東大ポポ口座事件判決J(最高裁1963年

5月22日判決)12は、事件の内容(大学構内に警察官が無断で立ち入れる

のか)からして、直接的には「大学の自治Jの「対外的な側面jについて

判示したものであるo 即ち、大学は、外部の公権力の介入を排除して、自

治的解決を行う権利(権限)を有するという趣旨である。その前提で考え

ると、今回の改正法との関係で直接的に問題となるのは、主として「対内

的大学の自治」である。すなわち、大学の自治のもとに大学の運営が行わ

れる場合、その実質的な意思決定は大学のどの機関によって行われるべき

か、誰が主体=担い手になるのか、そして担い手が有する権限の実質は何

か、という問題である130

この点、従来の学説の多数は「教授会自治Jと考えてきた140ポポロ事

件判決が示すように、「大学の学問の自由と自治Jは、「直接には教授その

他の研究者Jの「研究J、「その結果の発表J、「研究結果の教授jの「自

由」と「これらを保障するための自治Jを意味する。そうだとしたら、

「大学の自治Jは、「教授その他の研究者jのための自治と解するのが自然

である。「教授その他の研究者Jとは、大学に所属する学術研究の専門職

能人という意味である。そこで「対内的大学の自治Jの主体は、大学に所

属する「研究者の集団J、「教員団j、「教員組織Jであり、「教授会」とは

その典型的組織形態と言える。それ故、憲法の下で制定された実定法であ

る改正前学教法、同法施行規則の他、教育公務員特例法15、旧国立学校設

置法16等において、教授会自治を裏付ける具体的な規定が置かれてきたの
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である。

唯、 2004年国立大学が法人化される以前は、国立大学は、設置者=園、

管理者=学長、教授会という三而構造であったところから、改正前学校教

育法、教育公務員特例法、国立学校設置法等の規定はそうした構造を前提

に規定されていた。しかし国立大学(及び大半の公立大学)は2004年以

来、「設置者=国立大学法人J、「法人の長=学長」とされたところから、

学長は、「大学設置者の長」であると同時に、「大学管理者」でもあること

になった。したがって、国立大学及び大半の公立大学において対内的大学

の自治を考える場合には、「学長権限J対「教授会権限」という構図がよ

り鮮明になったといえるが、岡立大学法人法 (2003年制定) 3条(教育研

究の特性に対する配慮)では、上述の憲法上の基本原理は不変であること

が確認されていると考えられる170

国立大学のこうしたこ面関係は、今回の学教法改正でも変わりはない。

これに対して、私立大学にあっては、「設置者=学校法人J、「学校法人の

長=理事長」とは別に「管理者=学長」が存在し得る。それゆえ、「私立

大学における大学の自治Jの検討に当たっては、法人理事会(理事長)、

学長、教授会という三面関係の構凶が前提になる。今阿の学教法改正に

よって、学長の権限が強化され教授会の権限が縮小されるとなれば、三面

関係の構図にゆがみが出てくる恐れがでてきたのであるo 唯、今日では教

授会を「大学等の高等研究機関における学術研究の専門的職能人組織・集

団Jと読み替えることは可能だが、日本において教授会が果たしてきた歴

史的経緯、法文上(最終的)決定機関が学長と明規され教授会権限が縮小

されたこと等から、教授会を基点(あるいは象徴)として考察することに

は十分な理由があろう。

このように、今後改正学教法を解釈・運用するに当たっては、常に憲法

23条等の憲法原理に立ちかえることが何より重要となる。この場合、違憲

として適用を拒否する場合は、上記の改正法が無効となり、改正前学教法
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等が存続することとなり、法状況は従前どおりとなるo 唯、本稿は、今回

の学教法改正を契機として、従来あまり議論されなかった「私立大学Jに

おける「学問の自由J及ぴ「大学の臼治jにとって、今回の改正法は如何

なる意味を持っかについて給じることを目的とするので、改正学教法無効

論はひとまず他稿に譲ることとする。しかし改正学教法にはとりわけ憲

法との関係で問題を多く、それ故、これを適用するとなると所謂「合憲限

定解釈Jを加える以外にない。ここではその要諦だけを記すと以下のとお

りである。そして、これが合憲限定解釈を要する根拠となる。

改正学教法には、第lに、今回の改正に当たってはグローバリゼーショ

ン下の大学論等をもちだし、 f改正目的」を鮮明にしているが、改正を要

する立法事実(例えば、教授会の横暴により学長の決定が妨げられている

というような事実)が殆ど証明されていない。また改正学教法は、新自由

主義的大学政策の下での企業型トップ・ダウン・マネージメント志向が指

摘されているが、そこで採用されているガバナンス・モデルが、単独の学

長に対する権限集中構造になっている白しかし、株式会社でさえ会社の基

本方針は株主総会決定事項(会社法295条)であり、代表取締役は執行機

関に過ぎず、具体的な執行内容の決定は、取締役会事項(同法362条2項)

であるから、単独の学長に権限を集中するという発想は、直接には、中央

教育審議会大学分科会「大学のガパナンス改革の推進について(審議まと

め)J (2014年)の影響と思われる。第2に、規定内容について、改正法は、

上述のような憲法23条の f学問の自由」及び「大学の自治Jに対する考慮

が欠けている。従来、憲法23条の趣旨を受けた大学に関する実定法は、学

教法の教授会規定(旧93条2項)を基本として、教育公務員特例法、及び

旧国立学校設置法、学教法施行規則等として具体化されていたこととの法

的整合性が問題となるo 第3に、改正法は、こうした実定法の下で、教授

会が果たした機能を無視している。従来教授会は、教育研究事項に限った

としても、その内容に応じて、所調「参与機関jとして、実質的に学長決
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定を拘束する事項 <f教授会の議に基づき」という法要件)18もあれば、そ

こまでいかなくとも、学長が最終的に決定する際に最大限尊重を要するも

のとされた事項もあり、また時には学長に対する諮問機関として機能する

事項もあった。学問研究は本質的にボトム・アップと共同体性に基礎づけ

られるのであり、改正法はこうした実体に配慮していなしh

こうした問題点を踏まえた改正学教法の合憲限定解釈の内容については、

別稿を用意する必要があろうが、少なくとも憲法23条が保障する大学の自

治の内容が実質的に担保される必要があり、そのためには、第 1に、学長

が教授会の意見を「聴く」のは法的な義務であること(後述の文科省「施

行通知jでは、教授会が意見を述べることが「義務Jとされている)、第

2に、 93条2項3号の「教育研究に関する重要事項」には従来の実定法が

認めていた内容がすべて含まれると解釈すべきこと <f施行通知Jでは、

教育課程の編成、教員の教育研究業績の審査等が含まれ、キャンパスの移

転、組織編成等も含まれうる、としている)、第3に、学長の「決定権」

は、名目的形式的な「決裁権jであることを基本として、教授会の実質的

な審議権を保障すること等である。

このように、改正学教法には基本的な問題点があり、合憲限定解釈の必

要があるとして、本稿は、そうした改正学教法と私立大学における学問自

由、大学の自治との関係を考察することを 1'1的とするが、その場合に鍵を

握るのは学教法と私立学校法(以下「私学法Jという。)との法的競合問

題であるというのが、本稿の基本的な視点であるo それは、改正学教法は

国公・私立を問わず、すべての大学に適用されるが、私立大学には現行法

体系上岡有の問題があるからであるo 以下に、こうした問題意識の対象と

なる法状況を整理してみよう。

2.上述のように、改正学教法はすべての大学に適用される。しかし、今

回の法改正に当たっては、衆議院及び参議院の同法附帯決議において、
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「学問の自由J及び「大学の自治jに関し国立大学と私立大学とでは明確

に書き分けられており 19、また法改正を受けて発出された文科省の一連の

行政通達(行政解釈)においても、国公立大学と私立大学とでは異なる指

示が行われている。文科省は、 2014年8月29日付で同省高等教育局長及び

研究振興局長「学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律及び

学校教育法施行規則及び国立大学法人法施行規則の一部を改正する規則

(通知)J(以下「施行通知Jという。)を発出し、次いで9月2日、全国の

同公私立大学の学長等の関係者を招集し、改正法の趣旨、解釈を説明し

た却。文科省は、その後、平成26年10年8日更新(文部科学省高等教育局

大学振興課)r学校教育法及び国立大法人法等の改正に関する Q&AJ(以

下 rQ&AJと表記する。)21、そして、 2015年1月15日付で同省高等教育

局「内部規則の総点検・見直しにおける留意事項J(以下「留意事項Jと

表記する。)を発出して、法改正の「行政解釈Jをより具体化している220

こうした書き分けの理由を推測すると、以下のような事情が推測される。

大学は、国公立、私立を問わず、本来「自主性、自律性その他の大学にお

ける教育及び研究の特性が草重きれなければならないJ(現行教育基本法

7条2項)。しかし、私立大学は、憲法上の「結社の自由J(22条1項)や

「教育の自由j等に基づき、学校法人による「より自由な」大学の設置と

運営を認められている。加えて実定法上の根拠として、私学法一一これは

私立大学を設置する学校法人の組織・運営一般を規定する法律である一ー

が、「この法律は、私立学校の特性にかんがみ、その自主性を重んじ、

(略)、私立学校の健全な発展を図ることJを制定目的として(同法1条前

段)、国公立大学法人とは異なる「自由なJ法人組織運営を認めている。

そしてこれに呼応するかのように、私立大学の内部における学内運営は、

所謂「私的自治の原則Jが妥当するので、あって、私立大学の学内運営には

そもそも憲法23条等の人権規定が適用きれないという立場すら存在す

る一一。
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こうした背景が、学問の自由や大学の自治に関して私立大学と国公立大

学とで異なる認識をもたらし、上記のような書き分けが行われたものと思

われる。しかし、ここで注意を要するのは、「学校法人」の「より自由なJ

組織運営によって、果たして「私立大学」における「学問の自由jと「大

学の自治」は、(国公立大学と同様に)保障されるのかという点である。

その際、本稿が注目するのは、学教法と私学法との関係であるo それはこ

ういうことであるo

学教法は、学校教育の在り方一般を規律する法律であるが、そのうち

「大学Jについて同法は、大学の在り方、その中でも主として大学におけ

る教育・研究事項について規定し、これは国公立、私立を問わず、すべて

の大学に適用されるお。同法は、当初から「学長は、校務をつかさどり、

所属職員を統督するJ(同法92条3項)と規定する一方で、「大学には重要

事項を審議するために教授会を置く。J(改正前93条 l項)と規定していた。

ここで、「校務をつかさどる」とは、「小学校等の校長の職務と同様に、学

長が大学の包括的最終的責任者としての職務と権限を有することを明らか

にしたものjであり、「統督」とは、「行政機関の長等が、その少々事務の

もとにある行政事務を総合的にすべつつ、締めくくることjと解され、

「学長の所属職員に対する関係は、たとえば教授会が法令上特定の権限を

有することなど、大学における教員の職務の特殊性に基づき、一般行政官

庁における関係に比べて、より包括的、大局的な立場が重視されるべきこ

とを意味しているものと解されるJ24とされていたから、教授会の「重要

事項審議権」との関係は、少なくとも法律レベルの規定上は不明確なまま

残されてはいた口そこで今回の改正法で後者を大幅に改正し、ともあれ、

「重要な」ではあるが「教育研究事項jに関しては、学長の最終的決定権

を明規することで、学長(副学長の権限も強化されたが。 92条4項)と教

授会との権限関係は明確になった、とされている。

他方、大学の設置主体の組織・運営に目を転ずると、国立大学の場合は、
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(今回その一部が改正されたが)r国立大学法人法」の規律を受けることに
なるが、同法はそれ自身で学長を国立大学法人の長と定め(同法10条 1

項)、「学長は、学教法92条3項の職務(=即ち「校務をつかさどり、所属

職員を統督するJ職務。筆者註)を行うとともに、国立大学法人を代表し、

その業務を総理するJ(同法11条1項)と規定する。この後段の規定は、

次に見る私学法37条1項の法人理事長と同一の規定であり、その解釈と揃

えるのであれば、国立大学の学長は、国立大学の法人の長としては、(単

なる)業務執行機関に過ぎないこと意味する。重要な法人の業務決定につ

いては、役員会の「議を経なければならないJ(同法11条2項)し、「国立

大学法人の経営に関する重要事項」については法人経営協議会の審議に付

され(同法20条4項)、「国立大学の教育研究に関する重要事項Jについて

は法人教育研究評議会の審議に付される(同法21条3項)ことになってい

るo 唯、私立大学に比して、国立大学の場合は、学長を中心として、大学

組織と法人組織との緊密性が濃厚である。したがって、国立大学において

は、こうした組織的緊密性を前提に、今回の改正学教法の憲法問題を考え

ればよいことになる。

それに対して、私立大学の場合は、設置主体たる学校法人の業務・運営

一般については「私立学校法」が規定するところとなるが、同法は2004年

に改正された。それまで「学校法人の業務は、寄付行為に別段の定めがな

いときは、理事の過半数をもって決するJ(旧36条)とされ、 f理事は、す

べて学校法人の業務について、学校法人を代表する。ただし、寄附行為を

持ってその代表権を制限することができる。J(旧37条1項)、「理事長は、

この法律に規定する職務を行い、その他学校法人内部の事務を総括する。」

(旧37条2項)と規定されていたが、同年の改正で、①学校法人の管理運

営制度の改善、②財務情報の公開、③私立学校審議会の構成の見直しの

3点が導入された。このうち①では、「理事会J制度を導入し、「理事会は、

学校法人の業務を決し、理事の職の執行を監督する。J(新36条2項)こと
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とし、その下で、「理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理するj

(同法37条l項)、「理事は、寄附行為の定めるところにより、学校法人を

代表し、理事長を補佐して学校法人の業務を掌理し、理事長に事故がある

ときはその職務を代理し、理事長が欠けた時はその職務を行うJ(新37条

2項)こととなった。これにより、従来の理事に代わって、理事長を学校

法人の業務執行機関として位置づけることとなった250即ち、学校法人業

務については、理事会が最終決定権者で、あって、理事長は(単なる)執行

機関に過ぎない。これに対して、私立大学の長たる学長は単に学校法人の

理事になるだけであり(同法38条 l項1号。ただし、寄附行為の定めによ

り理事長になることを妨げない。 35条2項)、加えて同法には学校法人が

設置する私立大学の学内事項、とりわけ教育研究事項に関して、国立大学

法人法21条3項のような規定がない。それ故、私立大学の場合は、学教法

の学長権限(校務をつかさどり、その所属職員を統督する権限)と教授会

の重要事項審議権との関係が問題となるのみならず、そのような学教法上

の権限関係と私学法上の理事会の法人業務決定権限との関係が問題とされ

ていた。ところが今回の改正学教法では「重要な教育研究事項Jに関して

学長に「最終的決定権」があるとされても、私学法上の法人理事会の「業

務決定権」との関係には手が付けられていないのであるから、少なくとも

「重要な教育研究事項Jに関しては、従来どおりの問題状況が残されたま

まである。

即ち今回の学教法改正を契機として私立大学における学問の自由及び大

学の自治を考える場合、教授会の械|恨を基点として学長権限との関係を考

察するだけでは足りず、設置主体たる学校法人の理事会権限との関係を検

討しなければならないのであるo そうだとすると、ここにおいて、学教法

と私学法とは「法的競合Jの関係にあるのか、あるとすると、いずれの法

律が優先するのか、その間の調整をどうするのか、といった「法抵触問

題」が生じることとなるo 唯、その場合に、そもそも大学における「教育
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研究事項jと「学校法人の業務」とは重複せず、別個の事項と考えれば、

「法抵触問題Jは生ぜず、「教育研究事項Jは、専ら学教法の規定に基づい

た大学(法形式上は学長)の決定が「最終決定jとなり(勿論問題がある

が)、大学の決定事項に対して法人理事会には決定権も承認権もないこと

になる。本稿の問題意識はこうした法的情況の解明にある。

3. こうして、私立大学における学問の自由及び大学の自治の保障を考え

る上で、私学法と学教法との関係が、重要な前提問題となることが理解で

きょう。

しかし、この点に関し、 f施行通知」では当然に私学法と学教法は法的

競合の関係にあり、然も学内事項は法人理事会の決定するところによると

して、私学法優位説に立つかのような記述をしている260 また fQ&AJ

の「問4Jでは、学長決定が理事会の決定に優先するのかという問いに対

して、同様の回答を行っている幻。ところが、 2015年1月の f留意事項」

の r4. Jでは、次のように、少しニュアンスの違うことが述べられてい
る。

「私立大学においては、学則の制定・改廃権者は、大学の設置者であ

る理事会にあるとされています。学校教育法第93条第2項第3号の『学

長が定める事項』は、文字通り、学長が定めることが求められますが、

学則の制定権が理事会にある場合には、 f学長が定める事項jを学則で

規定することは、理事会が『学長が定める事項jを直接定めることにな

りかねません。したがって、そのような場合には、『学長が定める事項j

については、別途、『学長裁定』等の形で、学長自身が定めることが担

保されるようにして下さい。J

この記述は、今回の学教法改正の趣旨を私立大学においても何とか徹底

させようという文科省の意思の表れと思われる。しかし、この記述は、「形

式Jとしてとにかく「学長裁定Jという規定を設けよという趣旨ならいざ
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知らず、規定内容においても「学長裁定J規定が優先するという合意があ

るとすると、私学法上の「学校法人の業務」と学教法上の「教育研究事項J

とは重なり合うという前提の下で、前者における理事会権限(私学法36条

2項)に対し、後者の学教法上の学長権限(学教法92条3項、 93条)が優先

する結果となる。そうだとすると、「施行通知J及び fQ&AJの見解と一致

するかが問題となる。果たして、文科省はこうした解釈を採っているのだ

ろうか。

4.本稿が問題とすべき問題状況は以上のとおりである。こうした問題状

況の下で、私立大学における学問の自由及び大学の自治を検討するに当

たって、本稿では、凡そ理論上想定し得る、すべての検討枠組を指摘して

みようと思う。第1は、私立大学に憲法23条等の人権規定が適用きれない

との立場があるところから、そもそも私立大学の学内問題に憲法上の人権

規定 (23条等)が適用されるか否かによる場合分けであるo これを検討の

縦割!とすると、その場合、そもそも私立大学の学内事項に憲法原理=人権

規定の保障が及ばないと解すると、私立大学における憲法上の学問の自由

及ぴ大学の自治を検討する余地がなくなる。勿論この場合でも、学教法と

私学法との法抵触問題は起こりうるが、その調整に当たっては憲法原理を

導入できないことになるo 第2は、検討の横軸の分類として、改正学教法

と私学法とは法的に抵触(競合)するか否かによる場合分けが必要となる。

これは、結局のところ、相互の法律の規定対象事項が重複するかどうかの

問題に帰着すると考えてよい。本稿で問題となるのは、学教法では主とし

て「教育研究事項Jの関する教授会と学長の権限規定、学長の「校務をつ

かさどるj権限規定、私学訟では主として法人理事会の「業務決定」権限

規定である。そしてこの横軸の分類において、 jl可法の規定対象事項が競

合・重複すると考える場合には、次に、所調法的抵触の問題、即ちいずれ

の法律を優先させるか、その聞の調整をどうするのか、という問題が生じ
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ることとなる。他方、相互の規定対象は競合しないと考える場合は、学内

問題は改正学教法を基準として、教授会と学長の関係の問題となり、理事

会の法人業務決定権は、学内事項とは切り離されたその外延事項を対象と

することになる。唯、この法的競合の有無は、縦軸における憲法適用・非

適用のいずれの場合でも問題となる点に注意を要する。

s.私立大学と憲法の適否:縦軸の検討

1.私立大学の特質

既に述べたとおり、私立大学には国公立大学と異なる固有の問題がある。

それは、本来憲法は個人と公権力の関係を規律する国家の基本法であって、

憲法上の「結社の自由J(21条1項)に基づく私的な組織である私立大学

の内部関係は、私人間の私的な関係であり「私的自治の原則Jに委ねられ

るから、私立大学の「内部問題jに憲法の人権規定は直接適用きれないの

ではないか、という問題である。大学の教授その他の研究者の学問の自由

とは、個人の人権の問題であるから、私立大学においては、所謂「人権の

私人間効力Jの問題が生じてくることになる。本稿における縦軸の検討の

場面である。国公立大学においては法人化の後も、一般に(異論がないわ

けではないが)憲法の人権条項、特に23条が直接保障されると考えられて

いることと大きく異なる点である。

この問題については、憲法不適用説、憲法適用説、折衷説の立場が考え

られる。

2.憲法不適用説(私的自治説)

私立大学の内部問題は、憲法23条を頂点とする教育研究法制ではなく、

憲法21条の結社の自由等に基づく「私人間の私的な関係Jであり、「私的

自治の原則Jに基づいて処理されるのであるから、学教法や私学法には憲
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法原理は及ばない、とする立場である280 その限りで、学内の教育研究体

制等は設置法人の「建学の精神jに基づく寄附行為ないしは学則等の学内

諸規定によって、「自主的」に定めることができることになる却300

この立場を徹底すると、上記の学教法の解釈は専ら国公立大学において

のみ妥当するということになる。しかし、私的自治の原則とはいうものの、

学教法も私学法も、規定に依っては公法として強行法規性を有することが

前提となるから、そうした規定を無視する運営は無効とされよう。その前

提で私的自治の原則を考えることになる点は注意を要する。

3.憲法適用説(直接効力説)

私立学校の教育研究は「公の性質Jr公共性j31を有することや学教法は
国公立と私立とを区別せず「大学Jとしていること、そして、大学として

の「目的Jを共通にすること32、また学問の自由の歴史的な成立経緯、戦

前の日本における特殊な学問の自由抑圧の歴史に対する反省等から、憲法

23条の名宛人には私的な大学設置者も含まれており、設置者・管理者に対

して私学教員は研究教育の自由を援用できるという立場であるお。この立

場からは、学問の自由及び大学の自治という憲法原理は国公立大学と区別

されずに私立大学に直接適用されることになるから、学教法を憲法23条の

法理の下で解釈し、私学法との関係を考えることになる。その場合、とり

わけ相互に法的競合があると考える場合は、私学法に対しても相応の憲法

的配慮が要求されることになろう。

4.折衷説

(1) 間接効力説

私立大学の内部問題は、原則「私的自治の原則」で処理されるが、他方

で私立大学は学校としての「公の性質J(教育基本法6条1項、 8条)、

「公共性J(私学法 l条後段)があるところから、最高裁大法廷1973年12月

(龍法 '15)48-1. 75 (75) 



論説

12日「三菱樹脂事件判決J等を受けて、私的自治が否定されない範囲内で

f公序jに従う義務を負う結果、教員の学問研究それ自体を縮減禁圧する

ような設置者・管理者の行為は、態様如何によっては私法規定を通じて無

効になりうる、とする立場であるMo

この立場からは、上述のような設置者・管理者の行為に対しては、憲法

23条の趣旨を及ぼして、公序違反として無効とし、或いは違法行為として

不法行為責任を問うことになるo したがってこの立場から今回の改正学教

法を考える場合は、私法上の公序、或いは三菱樹脂事件判決でいう「新た

な立法措置Jとの関係で、その位置づけが問題となろう。そのうえで、私

立大学の関係を考えることになるo

(2) 準直接効力説

仮に私立大学は私的自治の原則の下に運営されるとしても、私立大学と

国公立大学は、研究教育機関としてのとして目的を同じくし(学教法83法

の「大学Jは国公私立大学の全てを言う。)、また私立大学にも「公共性J

が要求されるところから、例え「間接効力説によっても限りなく直接効力

に近いものとして保障が及ばなければならない。Jとする立場である350

この立場からは、学教法及び私学法を「限りなく憲法原理に近づけてJ解

釈し、私立大学の関係を考えることになるo

5.小括

以上、総括すると、憲法不適用説は、私立大学には憲法の保障する学問

の自由及び大学の自治は及ばないということに帰着する。それに対して、

憲法適用説は、国公立大と同様に、私立大学にも憲法上の学問の自由と大

学の自治が保障されることになるo 折衷説のうち準直接効力説も「限りな

くJこれに近い解釈となろう。折衷説のうちの間接効力説は、社会的「公

序Jの中に学問の自由の趣旨を及ぼすことになるが、大学ないしは学校法

人の裁量の限界の問題に還元されるものと思われる。
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III.学教法と私学法の関係:横軸の検討

1.法的非競合説

学教法は学内事項を定め、私学法はその外延に関わる事項を定めるもの

で、相互に競合しないと考える立場である。 2004年の私学法改正の際、衆

議院文教委員会の参考人証言がその典型である360大学の憲法上の自由を

尊重することから、大学内の決定を最大限尊重すべきとする立場もこの中

にいれてよいだろう。唯、法的非競合説は、縦軸の憲法適用説・不適用説

また折衷説のそれぞれにあり得る。憲法適用説ないし準直接適用説に立つ

場合は、改正学教法を合意限定的に解することで、私立大学に憲法上の保

障を及ぼし得るが、憲法不適用説に立つ場合は、学内事項に対する学長権

限の過大化の恐れが生じ得る。

2.法的競合説

学教法の規定事項と私学法の法人の業務の規定内容は競合するという立

場であるo この立場の場合も、縦軸の検討の全ての場合に起こり得る。唯、

この立場から、次に、法の抵触に係る調整問題、即ちいずれの法律を優先

させるかの調整問題が始まることになる。この調整問題は、一般に、「特

別法は一般法を破るJ、「後法は前法に優先する」という n去の一般原則J
により解決される。しかし学教法と私学法とは、「特別法優先の原理Jで

調整するのが合理的といえるo 何故なら、「後法優先の原理Jを採れば、

それぞれの法改正が行われるたびに優先法が交替することとなり、日本の

高等教育の在り方という重要問題が極めて不安定な状態に置かれることに

なるからであるo しかし、学教法の規定と私学法の規定では、いずれが

「特別法Jと考えられかについては原則がないところから、それぞれの可

能性を前提に検討することとなり、縦軸の憲法の適用・不適用問題と絡ん

で、複雑な検討が必要となるo
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唯、一般的に言えば、私学法=特別法と考える立場は、学教法は、学校

一般について定めた法律で、そのうち私学法は私立学校(大学)について

特別に規定する法領域と考えることになるo

これに対して、学教法=特別法と考える立場は、私学法は私立大学の学

内問題も含めて学校法人の組織運営に関する一般法、学教法はそのうちの

学内事項を特別領域と考えて優先的に適用される特別法と解することにな

る。

N.縦軸と横軸の検討の組み合わせ

1. 2004年私学法改正における国会審議

前述のとおり、 2004年の私学法改正は、①学校法人における管理運営

制度の改善、②財務情報の公開、③私立学校審議会の構成の見直し、で

ある。このうち①については、従来の私立学校の理事者による放漫・乱脈

経営を是正し「理事会Jを法制上義務付けることを主たる目的としたもの

である。すなわち、従来学校法人における業務運営の中心的役割を託され

ていた「理事」体制では私学運営の責任体制が不十分との認識から、 2003

年の国立大学法人法、独立法人公立大学法の制定を機に行われた私学法改

正によって「理事会j規定を新設し、その中で「理事会は、学校法人の業

務を決し、理事の職務の執行を監督する。J(改正私学法36条2項)と規定

し、法人理事会に学校法人の最終的決定機関として権限と責任を付与する

というねらいであった。 2∞4年私学法改正については既に詳細な検討が行
われている370ここでは、本稿との関係で特徴的なものを取り上げる。

笈旧4年4月7日の衆議院文部科学委員会において、公明党斎藤鉄夫委員の

「理事、理事会、理事長の権限が大幅拡大され、管理運営体制が強化されると

いうことだが、学校法人をめぐる事件は、理事長の専横、専断、恋意的運営によ

る思うが、その心配はないかJr教学と運営のバランスが必要と思うが、研究教
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育、教学部門からの発信力が弱くなって、学校運営に反映されなくなるのではな

いかJという質問に対し、加茂川幸夫政府委員(文科省高等教育局私学

部長)は、「今回の改正では、同時に監事制度、評議員制度についても改正す

るので、内部チェックは十分に働くような改正も含まれていることJ[""今回の改

正は、実態としておかれている理事会を法定化して、経営責任の所在をはっきり

させて機動的な法人経営ができるようにすることが目的であることJ[""教学サイ

ド、例えば教授会との関係、評議員会との関係が問題になるが、今回の改正では、

こういった両者の関係で、理事会に対し、特別な権限を与えるような内容には

なっておらず、従来の制度、現行制度が維持されており、教学サイドの意見が改

正によって反映されなくなるおそれはないと考えているjと答えている380

2∞4年4月27日午前の衆議院文部科学委員会における今井証三参考人
(日本私立大学教職員組合連合中央執行委員長)の発言

「今日、不祥事の根胤は、理事会の教育研究活動への介入というものがその原

闘の多くであるということにかんがると、学校法人の業務の内容というものがも

し変わるとすれば、これはゆゆしき問題である。私どもは、学校法人の業務は、

現行の私立学校法と、それから現行の学校教育法が厳しく峻別している、つまり

経常の業務と教学の業務というものを厳しく峻別しているということを前提にし

て、経営は教学を棒重し、その中で、相互に信頼関係を作って私学全体の発展に協

力し合っていくということが良いのではないかと思う。J39

同日午後の同委員会において、民主党・緑風会の中島章夫委員の

「監事や評議委員会は実際にはあまり機能せず、理事会側に圧倒的な力があり、

監事も評議員も結局のところ理事者が選んでいるJr管理運営の調査によれば、

ほとんどが管理者と教学側の学長なり教授会とのトラプルで、本来なら大学の中

心であるべき教授会の運営というものに一々口を挟んだり、全部非常勤採用にし

たり、勤務条件からいろいろなことまで決めてきたりというトラブルが起こって

いる」という指摘に対し、加茂川幸夫政府参考人は次のように発言して

いる。「学校法人における理事会の役割は、意思決定機関、最終的な意思決定機
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関であるというのは現行法でも今回の改正法でも変わらないと思っている。一方

で教授会の位置づけは、学校教育法に位置づけられており、大学の重要事項を審

議する機関として位置づけられている。これを受けて、具体的には、例えば学校

教育法施行規則によると、学生の入学等については、教授会の識を経て学長が定

めるといった一定の権限も法定されている。Jr理事会と教授会、教学サイドとの

関係は、学校法人の意思決定機関は理事会だが、学校教育法又は施行規則上は、

学長、教授会に教学面における一定の事項についての審議というか権限を与えて

いるので、理事会としても、学長、教授会、教学サイドの意思又は決定に配慮す

ることが当然だと私どもは考えている。Jr基本的には、こういった原則、その関

係の下で理事会と教授会の具体的な権限関係が法人ごとにきまるわけであり、各

法人おいては適切に判断されることが必要であると思っているけれども、一般的

には、両者が適切な私学経営に求められる相互の役割分担を理解し、かつ協力し

合いながら学校経営の責任ある運営に当たっていくことが必要だろうと思ってい

る。J40

また、共産党林紀子委員の

「私立学校の不祥事と言われるものの中には理事会による教学への不当な介入

が主要な原因になっている場合が多いのではないかJr法案には、 f理事会は、学
校法人の業務を決しJとあり、監事の職務として、「法人の業務を監査するJと

あるが、これが学校運営、教育研究に理事や監事が介入する理由になるのではな

いかJr学技法人の業務とは具体的に何を言うのかJという質問に対し、同政
府参考人は以下の発言をしている。「学校法人が行うすべての業務、学校法

人は学校を設置、運営をすることがその核になる業務になるが、そういったすべ

ての業務を広範に含むものと考えている。ただ、この意味するところは現行法で

も同様であり、今回の改正案によって変更されるものではない。Jr教学面と経営

面との関係については、私どもは両者は梼接不可分のものとだと考えている。学

校法人はあくまでも、学校の設置、管理を行うことを目的とした法人なので、学

校法人の業務は必ずしも経営面に限定されず、その教学サイドと密接不可分な部
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分については教学部分にも及ぶことは避けられないと思っている。Jr例えば、学

部、学科の新増設、あるいは教育研究における重点分野の決定、学生生徒の募集

計画といったことは教学的な側而は有するが、学校法人の経営に関する問題でも

あり、ここで言う学校法人の業務として理事会が深く関与することは避けられな

い、当然のことだと思っている。しかし繰り返すが、教学面の意向に配慮すると

いうのは経営サイドにとっても大変重要なことであり、両者が両々相まって、協

力しながら学校法人の適正化に努めることを私どもは強く期待している。Jrなお、

ちなみに、個々の大学教員の教育研究の内容にまで理事会もしくは感じが深く立

ち入ることは適当ではないということは、従来から申し上げておるところだ。J41

こうした審議の結果、 2004年改正私学法が成立したが、それには、衆議

院においては、「理事長及び理事の権限の明確化に当たっては、私学の教学面に

おける自律性の確保を図るよう配慮すること。J(衆議院附帯決議第3項)

及び参議院においては、「理事長及び理事の権限の明確化に当たっては、私学

の教学面における自律性の確保を図るよう配慮するなど、評議員会、教授会等との

信頼関係の確立に努めること。J(参議院附帯決議第3項)

という附帯決議が付された口

以上から分かるように、 2004年私学法改正においては、理事会制度の導

入、監事職務の見直し等に依る学校法人の経営の健全化を狙いとしたが、

法人業務の最終的決定権は従来から理事者側にあったこと、そこで検討さ

れた構図は、「理事者側J対「教学サイドJという関係であり、後者に

あっては、学長、教授会が一体のものとして理解されていたということ、

然も当時の学教法の規定から、教授会には「重要事項審議権」があると理

解されていたこと、等である。これが今回の学教法の改正により、その教

学サイドの構図が崩れ、学長に最終的な決定権があるという形で教授会の

「権限Jが縮小されてしまったのである D
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2.憲法不適用説

(1)法的非競合説

私立大学に憲法23条等は適用きれないと考える場合でも、学教法と私学

法の抵触問題は起こる。

私立大学の学内運営には「私的自治の原則Jが働くとして、憲法不適用

説=私的自治説に立ち、かつ学内事項と法人業務は抵触しないと考えると、

法人理事会は私立大学の外延に関わる事項のみを決定し、学内事項はすべ

て大学組織の決定に委ねるということになる。この場合は、学内事項には

改正学教法が中心的に適用され、かつ憲法上の原理が及ばないと考えるの

であるから、学長権限への一極極集中、権限の肥大化の恐れがあろう。唯、

その場合でも、上述のように、学教法も私学法も強行法規性を有するから

から、そうした規定を無視した運営は無効となる。

(2) 法的競合説

私立大学内部に憲法原理が及ばず、しかし強行法規性を有する私学法と

学教法の規定は法的に競合すると考える場合、いずれの法律規定が優先す

るかで、二通りに分かれる。しかし、いずれの場合でも憲法原理を読み込

んだ調整とはならなくなる。

①学教法=特別法説

私学法は私立大学の学内事項に関する一般法で、教育研究事項について

は、改正学教法が特別法として、優先するという立場である。したがって、

学長の決定が強行法規として最終的決定となり、法人理事会はそのまま尊

重して業務決定をすることになるから、学長権への一極集中、権限の肥大

化の恐れがあろう。

② 私学法=特別法説

反対に、学教法は「大学一般Jに関する一般法であり、そのうち「私立

大学Jには私学法は特別法として優先的に適用されるという立場である。
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この立場からは、学内事項が学教法に従って決定されても、法人理事会の

決定が優先するのであるから、憲法の拘束を受けないと解する以上、極端

な場合には、その学内決定を無視して法人理事会が独自に業務決定できる

という解釈の余地もでてこよう。したがって、その場合は私学法の規定が、

強行規定として、どこまで学校法人の運営をコントロールできるかの問題

となろう。

この点に関連して、上述の同会審議の他にも一般の解説書において、私

立大学の教育研究事項等に関しては、教育公務員特例法や旧国立学校設置

法のような法律上の規定がなかったところから、教授会が審議すべき「重

要事項Jは大学設置者である学校法人の理事会の決定に委ねられる、とい

う解釈が行われることもあった420 この見解は、両者間に法の抵触を認め

るが、学教法は「重要事項jの意味を特定していなし、から私学法で解決す

るというものであるから、結局、学教法に対して私学法を特別法と理解し

ていることになる。しかし、今回の学教法の改正により、私立大学におい

ても、ともあれ教育研究事項等に関して学長と教授会の権限関係は「明確

にjなったのであるから、重要事項の中身が不明確だという理由付けは通

らなくなる。そうだとすると、この立場においても、私立大学への憲法適

用の有無と併せて、学教法と私学法との法の抵触問題に対し「明確なJ回

答が必要となろう。

3.憲法適用説

( 1) 法的非競合説

私立大学に憲法23条等の保障が及ぶが、学教法と私学法とは法的に競合

しないと考える場合は、学内事項については専ら憲法原理を読み込んだ改

正学教法が適用され、法人理事会はその外延事項のみを、然も憲法原理を

尊重しながら、法人業務として決定することになる。改正学教法が合憲限

定解釈の必要があることは、繰り返し指摘したとおりである。
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(2) 法的競合説

私立大学に憲法23条等の保障が及び、かつ学教と私学法とは競合すると

考える場合に、教育研究事項のみならず、それに関わる法人運営も憲法原

理が及ぶと考えるべきだろう。この場合は、学教法と私学法のいずれが特

別法かで、二通りの場合が生じる。

①学教法=特別法説

私学法は学校法人業務、及び私立大学の学内問題に関する一般法、その

うち私立大学の「教育研究事項jについては、改正学教法が特別法として

優先的に適用されることになるo したがって、学内において憲法原理を読

み込んだ改正学教法に従った教育研究事項の決定が行われ、それが基準と

なって学内運営が行われることになる。それに対して法人理事会はその学

内決定をそのまま尊重せねばならず、かえってその決定を支える法人運営

を行う義務が生じるとも解される。

② 私学法=特別法説

学教法はすべての大学に関する一般法であり、私学法は私立大学に関す

る特別法と考える場合は、私立大学の学内問題に憲法の適用を認めつつ、

法人理事会の決定を優先させることになる。しかし、この場合、私学法は、

「憲法原理にしたがって解釈される学教法Jの「特別法Jと言う意味であ

るから、法人理事会としても「憲法原理に見合う大学の学内事項」として

業務決定権を行使する必要があろう。したがって、研究教育事項に対する

大学の決定に対し、理事会の恋意的な裁量を認めるとすれば、私立大学に

憲法23条等を適用する趣旨が損なわれることになるから、理事会が決定す

るに際しては、憲法の趣旨を踏まえた大学の決定に対して、「最大限の尊

重Jを要するという解釈が適当と思われる。
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4.折衷説

(1) 間接効力説

大学の学内問題は基本的に「私的自治の原則Jに委ねられると考える場

合において、私法上の「公序J観念との関係で、憲法23条等が保障される

ことの意味を私立大学の内部問題に読み込むことによって、妥当な結果を

追求することになる。この立場でも、法的非競合説、法的競合説の二通り

が考えられる。

① 法的非競合説

私的自治の原則の下で、教育研究事項には法人理事会の決定権は及ばず、

大学が改正学教法の規定に従って主体的に決定し、法人理事会はその外延

事項を業務決定するという構似|になる。この立場からは、大学における教

育研究事項の決定の場面で、私法上の「公序Jによる制約がかかることに

なり、教職員や学生の身分関係に関わる紛争等で問題となりうるo 唯、次

の法的競合説に比して、この立場での紛争は少ないと忠われる。

② 法的競合説

私立大学の内部問題には、私的自治の原則が適用され、しかも教育研究

事項と法人業務は競合すると考える場合、私法的調整問題の中で学教法と

私学法の優先関係を考え、それに対して「公序Jによる制約を考えること

になるo

(a) 学教法=特別法説

この立場からは、教育研究事項について改正学教法の規定が特別法

として優先することになる。唯、学長権限への一極集中の恐れがある

ところから、恋意的な学長決定が行われ教職員や学生の身分関係上の

紛争が起きた場合に、「公序」観念が働き、無効ないし不法行為責任

の追及等が考えられよう。

(b) 私学法=特別法説

この立場では、私学法の規定が特別法として優先するから、上記と
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は逆に教育権事項に関する学内決定を理事会が業務決定として恋意的

に覆すことがあり得る。その場合に「公序」観念を導入し、または不

法行為責任を追及する等は可能であろうロ

(2) 準直接効力説

この場合は、憲法適用説に準じて、法的非競合説、法的競合説(学教法

=特別法説、私学法=特別法説)に分類して、「限りなくJ憲法適用説に

近い解釈を行うことになろう。

5.私立大学における教員の身分関係・雇用関係に関する判例:

(1)憲法23条適用例:前橋育英短大教授解雇事件・前橋地判1978(昭和63)年3

月11目。労働判例514号6頁。

短大教授に対する懲戒解雇につき、学則の定める手続(教授会への諮

問)を経ていないことが問題とされた事例。 f憲法23条に保障する学問の自由

は、その制度的基盤として大学の自治を包含するものであり、大学の自治の一つの

主要な柱が教授会の自治に存することは学校教育法59条(後の93条)等の規定より

明白である。Jr懲戒処分を審議する際に被懲戒者には弁明の機会を与えれば足り、
審議に加える必要のないことは衆議院規則239条、参議院規則240条等に見られるよ

うに会議体一般の扱いであり、被申請人(学校法人)のこの点の主張は理由がなく、

かえって証拠(…)によれば、学長において教授会の審議を経ず個別に教授の意見

を求めたのは、教授会を聞いたときは、申請人の解雇に反対する教授の発言の影響

で本件解雇の決議を得られないおそれがあると考えたことが、一つの主要な原凶で

あるものと一応認められる。以上を総合考慮すれば、本件解雇は、他の諸点を検討

するまでもなく、その効力を否定せざるをえない。Jこの判決は、私立大学の教

員の身分関係に憲法23条が適用され、教授会の自治の対象となるとした。

(2) 憲法23条非適用例:甲南大学事件・大阪高裁判決1998年(平成10年)11月26

目。労働判例57号59頁。同じく私立大学の教授の解雇において教授会の審議

が必要かが問われた事例。
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「当該大学の人事に関する大学の自治は、寄附行為の定めるところにより業務決

定機関である理事会に委ねられ、学問研究の白山の放に、当然に、教授会に教授の

任命や懲戒解雇に関する権限があるとは認められず、学教法53条(後の93条)の規

定から、当然に教授会の決議を経なければならないとは解しがたい。Jr学校教育法

59条(後の93条) 1項にいう「重要な事項Jとして教授会の決議事項とするかにつ

いては何ら同法には定めはないから、私立大学の場合は学校法人が自主的に定める

ものと解するほかないのであり、本件では大学の諸規程に照らして教授の懲戒解雇

に教授会の決議が必要であったとは解せられない。Jとして、上記判例とは逆の

判断をしている。

(3) K学園S大学事件・最二判2007年(1'-・成19年)7月13L1.判時1982号152

頁430 私立大学の教授に対して教授会の承認の下で行った戒告処分に対し、当

該教授が法人に対してその無効確認と手続に関与した教員に対して不法行為に

基づく損害賠償を請求した事例。

r 1 学校法人が、その設置、運営する大学に勤務する教授に対し、阿教授の地

元新聞紙上における発言等を理由として戒告処分をした場合において、上記発言が

新聞紙上に掲載されても上記学校法人の社会的評価の低下段損を生じさせるとは認

め雌いなど判示の事情の下では、上記戒告処分は懲戒権をi監川するものとして無効

である。

2 学校法人が、その設置、運営する大学に勤務する教授に対し、教授会の決議

を受けて、教授会への出席その他の教育諸活動をやめるよう求める要請をした場合

において、上記学技法人の規程上、業務命令権の行使が教授会等の機関に専権的に

委任されているとは認められないなど判示の事情の下では、上記要請は上記学校法

人が使用者としての立場から上記教授に発した業務命令に当たり、その無効確認を

求める訴えは適法である。

3 学校法人が、その設置、運営する大学に勤務する教授に対し、業務命令とし

て、教授会への出席その他の教育諸活動をやめるよう求める要請をした場合におい

て、それが制裁的意図に基づく差別的取扱いとみられでもやむを得ない行為である
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など判示の事情の下では、上記要請は、業務上の必要性を欠き、社会通念上著しく

合理性を欠くものであって、業務命令権を濫用するものとして無効である。J

この判例は、通常の労働事件として懲戒権の櫨用があるかを判断し、客

観的理由も社会通念上の合理性もないとして、懲戒権の濫用としたが、そ

の際、当該学校法人の規定上、教授会は学長の諮問機関とされ、また法人

理事長の業務命令にかかる権限行使が教授会等の機関に専権的に委任され

ているわけでもないから、理事長は当該教員に対し教授会への出席その他

の教育活動をやめるよう命ずる業務命令を発する権限がある、という判断

をしている。

v.考察一一結びに代えて一一

ここまで、 2014年の学教法改正を契機として私立大学における学問の自

由及び大学の自治について、凡そ考えられるすべて枠組を検討してきた。

このうち、どれが最も妥当と考えるべきかを考察する。

第lに、検討の縦軸として採用した、私立大学と憲法23条等との関係に

ついては、肯定すべきものと考える。その理由は、憲法の規定態様が、国

民に対する普遍的な自由の保障 (f一般保障J)に対して、学問の自由の保

障は、一般保障以外に、高等教育研究機関の所属研究者という特別な主体

に対して保障 (f特別保障J) していると解釈するのが自然であること、戦

前の日本における学問の自由に対する過酷な弾圧という特殊な歴史的経緯、

学問の自由に対するヨーロッパ先進諸国におけるが歴史的経緯、アメリカ

における学問の自由形成過程(私立大学において、「教員団」が理事会に

対してアカデミックフリーダムを勝ち取っていったという歴史的経緯)44、

加えて、現状の日本の高等教育における私立大学の果たしている役割(大

学生の8割以上が私立大学の在籍していること等)、高等教育に関する実

定法制度上にみられる大学の普遍的な性格、即ち大学の本来的自由性、大
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学の「目的」の共通性及び公共性、更には学教法が大学運営の在り方とし

て、「学長J<r副学長jも考慮すべきだが)と「教授会jを中心に規定し
てきており、今回の改正学教法でもこの規定構造は変わっていないこと等、

総合的に解釈すると、基本的に、私立大学にも憲法23条等の保障は及ぶと

考え、その上で、建学の精神に基づいて設問されるという私立大学の特殊

性を及ぼしうる範聞で考慮するという解釈が、妥当であろう。

したがって、本稿の縦軸の考察に当たっては、改正学教法にも、また既

存の私学法にも、憲法的考慮が必要となるor合憲限定解釈」であるo こ
の要請は、教授会が学長に対して「意見を述べるJという文理をそのまま

解釈するのではなく、上述の改正学教法の問題点で示唆したように、従来

の教授会の審議権が審議事項に応じ、例えば教員人事や学部長の選考、カ

リキュラムの決定等を頂点として、学長の最終的な決定に対する関与に濃

淡があったことを念頭に置いて、同様な相互の連携を継続するように解釈

し運用することである。百歩譲って、私的自治の原則を重視するとしても、

私立大学の上述のような特殊事情によって、可能な限り、憲法的修正を受

けると考えるべきで、「準直接効力説Jに立ち、「限りなく直接効力に近い

ものとして保障が及ばなければならないJ45と考えるべきだろう。

縦軸の検討が以上のようだとすると、それを前提として、第2に、検討

の横軸として採用した教育研究事項に代表される学内事項と法人業務との

関係、更には法的競合の有無について考察することになる。この場合、

2004年私学法改正における国会審議で見たように、従来は「教学サイド」

として学長と教授会が一体と考えられ、法人の理事会と対崎するという構

図であったことは重要である。今回の改正学教法では、その「教学サイ

ド」が分断された様相を呈することとなった。そこで、改正学教法には合

憲限定解釈を加えることによって、憲法原理がもっとも生かせる立場を順

に並べてみると、もっとも適当な立場は、「法的競合否定説Jであり、次

いで「法的競合説」のうちの「学教法=特別法説」であろう。唯、本稿は、
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憲法23条が保障する学問の自由及びそれと不可分の大学の自治は私立大学

にも及ぶと考え、改正学教法には上述のような合憲限定解釈が必要と考え

るところから、少なくとも教育研究事項は大学の専権事項であって、前者

こそが最も適切な解釈と考える。後者を認めるとしても学校法人理事会に

は形式的名目的な決裁権以上の権限はないと言うべきである。「法的競合

説Jのうちの「私学法=特別法説Jも合憲限定解釈の下での学教法に基づ

いて学内決定を「最大限尊重Jすることとすれば、肯定できるであろう。

これに対し、「準直接効力説Jの場合は、同様に「学教法=特別法説」、次

いで「私学法=特別法説Jの順に、憲法原理を及ぼし得るであろう。但し、

この立場は基本的に「憲法不適用説Jであって、その最大限の修正説であ

る点が問題となる。しかし、現実の学説上は、最高裁の「私人間効力論」

判決の動向を踏まえて、この立場が最も多数を占めているのではないかと

思われる。

以上に対して、本稿の立場ではないが、「憲法不適用説=私的自治説J

を徹底する場合において、「法的非競合説」及び「法的競合説jのうちの

「学教法=特別法説」は、学長権限への一極集中の恐れがあるところから、

本稿からは到底首肯できない立場である。また、「憲法不適用説」で「法

的競合説Jのうちの「私学法=特別法Jの場合は、理事会の専横の恐れが

あり、 2∞4年改正私学法に基づく学校法人経営がどこまで民主的に行われ
ているか、すなわち、私学法による自主的コントロールがどこまで及んで

いるかが、端的に問われることとなろう。

本稿執筆時点 (2015年5月末)において、国立大学に対して、文科省の

所謂「ミッション再定義」が完了し、各大学において、学部の在り方等の

見直しが迫られている460官僚が大学の教育研究の在り方に直接介入して、

学部の廃止、変更を迫るという事態は、学教法の「大学」条項 (83条)の

みならず、現行教育基本法16条1項の「教育に対する不当な支配の禁止J

条項をどれだけ無視したものであるか、説明をするまでもないだろう。こ
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うした文科省の強権的介入が容認されるのであれば、いずれ私立大学にも

波及するであろうしそうだとすると、本稿の考察が全く意味をなさない

ことにもなりかねないロ文科省の猛省と大学人の強い職責意識の覚醒が要

求されるだろう。

註:以下に引用した URLは、すべて2015年5月末日現在確認済みである。

l 改正前の学教法は、次のように規定していた。

第92条 第3項「学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督する。」

第4項「副学長は、学長を助ける。J
第5項「学部長は、学部に関する校務をつかさどる。J
第93条第 l項「大学には、重要事項を審議するために、教授会を置かなけれ

ばならない。J
学教法施行規則第144条「学生の入学、退学、転学、留学、休学及び卒業は、

教授会の議を経て、学長が定める。J
尚、教育公務員特例法(国立大学法人法の制定により適用除外とされてい

る。)、旧国立学校設置法(国立大学法人法の制定により、廃止された。)及び

国立大学法人法の関連規定については、後註15、16、17参照。

2 それに対して、改正学教法は次のように規定する。

第92条第4項「副学長は、学長を助け、学長の命を受けて校務をつかさど

るJ
第93条第l項「大学に、教授会を置く。」

第2項「教授会は学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見

を述べるものとする。

一 学生の入学、卒業及び課程の修了

二学位の授与

三 前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授

会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの」

第3項「教授会は、前項に掲げるもののほか、学長及び学部長その他教授

会が置かれる組織の長(以下この項において「学長等Jという。)
がつかさどる教育研究の関する事項について審議し、及び学長等の

求めに応じ、意見を述べることができる。」

学教法施行規則第26条第5項「学長は、学生に対する第2項の退学、停学及

び訓告の処分の手続きを定めなければならない。」

同第144条削除

3 松田浩「大学の『自治』と『決定』一一学校教育法及び国立大学法人法の

一部を改正する法律J法学教室413号52頁。尚、筆者が考える改正学教法の問
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題点については、別稿を予定している。また、中島茂樹「新自由主義大学構造

改革と大学の自治(l)J立命館法学2014年3号 (355号)、 1-38頁が始まった。

4 ドイツでは、学問の自由条項はいずれも大学における学問とその教授の自由

を保障する意図で制定されたと言われているが、その「教授の自由J(Lehr-
freiheit)は、一般国民に対する市民的自由の保障の極めて不完全な状態のま

ま大学社会に限定して認められた一種の特権的な自由であった。芦部信喜『憲

法学皿人権各論(l)J有斐閣(1998年)204-205頁参照。
5 そうした市民的自由が既に一般社会の中で十分に発展していたアメリカでは、

むしろ、高等教育機関としての大学等に雇用された教育研究の専門的職能人で

ある教員・研究者ないし教員聞は、大学設置者や管理者による雇用関係上の干

渉介入を排除しながら自らの教育研究の自由を追求する運動を展開し、その中

から「学問の自由J(academic freedom)が確保されていった。高柳信一・大
浜啓吉「学問の自由j有倉遼育他編『基本法コンメンタールタール憲法新版J
99、lOl頁。また、松田浩 rr大学の自律jと『教授会の自治j一一autonomy
とself-governmentの間一一」憲法理論研究会編『憲法と自治J(2∞3年)、
113 -125頁、同「大学の自律と学問の自由一一プリンストン大学事件・再

考一一J一橋法学2巻2号 (2∞3年)、 515-531頁:中富公一「国立大学法人
化と大学の自治の自治の再構築一一日米の比較法的検討を通して一一」立命館

法学2010年5・6号、 1035-1侃3頁、同「グローパリゼーションと大学の自治

の構造転換一一米、豪との比較公法的検討一一j岡山大学法学会雑誌64巻 1号

(2014年9月)、 }-47頁等参照。

6 高柳信一『学問の自由』岩波書庖 (1980年);高柳信一・大浜啓育「学問の

自由J.向上。
7 例えば、芦部信喜・前註4、201頁以下;佐藤幸治『憲法(第3版)J(1995 

年)508頁以下;松田浩「憲法23条J芹沢斉他編著『新基本法コンメンタール
憲法j日本評論社 (2011年)、 205頁以下等参照。

8 松田浩・向上、 207頁。

9 蟻川恒正「匝|立大学法人論JジュリストNQ1222、66頁。
10 芦部信喜・前註4、203-204頁。学問の自由は大学の自治と概念上区別され

るが、大学が学術の中心であることにかんがみて、ヨーロッパ諸国でもアメリ

カでも、大学における教育研究の自由を外的な権力ないし権威の介入から擁護

し、特別に保障するために、大学の自治の原則が狭義の学問の自由と不可分の

ものとして考えられてきている。問、 222-223頁。少なくとも「大学等の高等

研究機関における、教授その他の研究者の組織または集団Jが基本的に主体と
なることは共通理解である。

11 r大学の自治」に関する文献も多数に及ぶが、例えば、君塚正臣「私立『大
学の自治jの再検討:第三者効力と制度的保障の交点?J r国際公共政策研究j
(大阪大学) 4巻 l号129-145頁;同「国立大学法人と f大学の自治JJ横浜国
際経済法学17巻3号、 193-214頁;常本照樹「大学の自治と学問の自由の現代
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的課題Jr公法研究j第68号、ト20頁;松井幸夫「学問の自由と大学の!と!治j
ジュリストNu1089、205-211頁;種谷春洋「学問の自lIlJ芦部信喜編 f憲法H
人権(1)J有斐閣(1978年)393-4印頁等参照。
12 そこでは、大学の向治について、以下のように判示する。「大学における学

聞の自由を保障するために、伝統的に大学の目治が認められている。この自治

は、とくに大学の教授その他の研究者の人事に関して認められ、大学の学長、

教授その他の研究者が大学の白主的判断に基づいて選任される。また、大学の

施設と学生の管理についてもある程度で認められ、これらについてある程度で

大学に自主的な秩序維持の権能が認められている口

このように、大学の学問の白由と自治は、大学が学術の中心として深く真理

を探求し、専門の学芸を教授研究することを本質とすることに基づくから、直

接には教授その他の研究者の研究、その結果の発表、研究結果の教授のrl由と
これらを保障するための自治とを意味すると解される。J
13 i大学の11治」の内容としては、次のように考えられているが岡定的ではな
い。①教員人事(選考)権、学長人事(選考)権。ポポロ判決及び教育公務

員特例法3条から一般に承認されている。②研究教育の内容・方法・対象の

決定権。旧凶立学校設置法、改正前学教法施行規則144条に規定されている。

③施設、及び学生管理権。ポポロ判決が認めるものであるが、学生管用権は

間接的に認めるに過ぎない。しかし、この点には批判がある。例えば、佐藤幸

司・前註7、511頁。④自主財政権。近時の議論では財政自主権の重要性が説

かれる。しかし、今日では大学予算の重点配分化、外部資金獲得の推奨等によ

り、自由な研究が阻害されている点が問題とされている口

14 佐藤幸治・岡上。;中村陸夫「憲法23条J樋口陽一等編n主釈日本凶憲法
上j有斐閣 (2∞o年)、 559頁;辻村みよ子『憲法第4版j有斐閣 (2012年)、
241-242頁等。この点に関し、君塚・前註11i同立大学法人と『大学の自治JJ、
202頁は、自治の主体が教授会かは自明ではないとしつつ、「憲法の要請は、研

究教育に関する事項は、全学組織か研究室単位かなとe大小を問わず、基本的に

は研究者集団全員による排他的で民主的な自治に支えられる点にあろう。」と

する。唯、改正学教法では、「学長」に権限が集中する点が問題となっている。

15 教育公務員特例法(1949年fljlJ定。 2004年国公立大学法人化の後は、一部の公

立大学・高等専門学校に適用されている。)

第3条(採用及び昇任の方法)

第1項「学長及び部局長の採用並びに教員の採用及ぴ昇任は、選考による

ものとする。J
第2項「学長の探朋のための選考は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、

教育行政に関し識見を有する者について、評議会(評議会を置かない大

学にあっては、教授会。以下同じ。)の識に基づき学長の定める基準に

より、評議会が行う。」

第3項「学部長の採用のための選考は、当該学部の教授会の識に基づき、
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学長が行う。J
第5項「教員の採用及び昇任のための選考は、評議会の議に基づき学長の

定める基準により、教授会の識に基づき学長が行う。J
第6項「前項の選考について教授会が審議する場合において、その教授会

が置かれる組織の長は、当該大学の教員人事の方針を踏まえ、その選考

に関し、教授会に対して意見を述べることができる。J(1鈎9.5.年改
正)(下線部は筆者)

16 国立学校設置法はI卯9年の一部改正により、閏立大学の運営諮問会議及び評

議会の規定が新設され、教授会の審議事項が次のように規定された。同法7条

の4第4項「第一項及び第二項の教授会は、次の各号(略)に掲げる事項につ

いて審議し、及び教育公務員特例法の規定によりその権限に属させられた

事項を行う。

一 学部又は研究科の教育課程の編成に関する事項

二 学生の入学、卒業又は課程の修了その他その在籍に関する事項及ぴ学

位の授与に関する事項

三 その他当該教授会を置く組織(前項の規定により第二項各号に掲げる

組織の教授が所属することとされた教授会を置く組織にあっては、当該

各号に掲げる組織を含む。)の教育又は研究に関する重要事項J
17 同法第3条(教育研究の特性への配慮)r国は、この法律の運用に当たって
は、国立大学及び大学共同利用機関における教育研究の特性に常に配慮しなけ

ればならない。Jこの点について、世取山洋介「国立大学法(制)と『学問の
自由JJ日本教育法学会年報34号『教育における公共性の再構築JJ(2∞5年)、
loo-110頁参照。唯、国立大学法人法は国に従来以上の実質的な大学管理権限

を与えることとなるというのが筆者の考えであり、実際その通りに推移してい

る。拙稿 rr独立行政法人化現象と国立大学法人j山口経済学雑誌52巻3号
(2004年3月20日)、 91-113頁。

18 田中二郎『新版行政法中巻全訂第二版』弘文堂 (1976年)、 30頁。

19 改正法に付された衆議院及び参議院の附帯決議は、以下のとおりである。

衆議院附帯決議「一憲法で保障されている学問の自由や大学の自治の理念

を踏まえ、国立大学法人については、学長のリーダーシップにより全学的な取

組ができるよう、学長選考会議、経営協議会、教育研究評議会等をそれぞれ適

切に機能させることによって、大学の自主的・自律的な運営の確保に努めるこ

と。

二私立大学の自主性・自律性・多様性、学問分野や経営規模など各大学の

実態に即した改革がなされるよう配慮すること。J(参議院附帯決議二、七も同
文)。

20 r施行通知Jについては、 http://www.rnext.gp.jp/b_rnenu/hakusho/nc/
1351814.htm参照。施行通知の当該部分には次のように記述されている。

日4) 大学の自治の尊重
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「大学の自治」とは、大学が、学術の中心として深く真理を探究することを

本質とすることに鑑みて、大学における「学問の自由J(憲法第23条)を保障
するため、教育研究に関する大学の自主的な決定を保障するものと理解されて

いる。

教育基本法(平成18年法律第120号)第7条第2項においても、大学の自主

性・自律性を尊重することが規定されており、今回の法改正は「大学の自治」

の考え方を変更するものではないこと。

(5) 学長と理事会との関係

私立大学においては、私立学校法(昭和24年法律第270号)第36条により、

設置者である学校法人がその運営についての責任を負い、理事会が最終的な意

思決定機関として位置付けられていること。

なお、今回の改正は、学校教育法に基づく学長の権限と、私立学校法に基づ

く理事会の権限との関係に変更を加えるものではないこと。

(6) 公立大学における学長、学部長その他の人事

1) 地方公共団体が直接管理している公立大学には、従来どおり、教育

公務員特例法が適用され、公立大学法人が設置している公立大学には、

地方独立行政法人法(平成15年法律第118号)の公立大学に関する特例

が適用されるが、これら公立大学における学長、学部長その他の人事

については、今回の改正の対象ではなく、法的な取扱いに変更はない

こと。

2) ただし、学長の選考については、公立大学においても、求めるべき
学長像を具体化し、候補者のビジョンを確認した上で決定することは

重要であり、同立大学法人の学長選考の透明化等が法的に定められた

ことを参考に、地方公共団体及び公立大学法人並びに公立大学の主体

的な判断により、透明性の高い選考が行われるよう見直していくこと。

(7) 私立大学における学長、学部長その他の人事

1) 私立大学における学長、学部長その他の人事については、今回の法

改正の対象ではなく、理事会が最終決定を行うという法的な取扱いに

変更はないこと。

2) ただし、学長の選考については、私立大学においても、建学の精神
を踏まえ、求めるべき学長像を具体化し、候補者のピジョンを確認し

たtで決定することは重要であり、学校法人自らが学長選考方法を再
点検し、学技法人の主体的な判断により見直していくこと。」

21 fQ&AJの「問4，Jでは、次に様な見解が示されている。「学校教育法第92

条第3項は、学長は「校務をつかさどjるとしており、学長が、大学の校務に

ついての決定権があることを定めています。今回の法律改正の趣旨は、大学の

校務についての決定権を有するのが学長にあることを、特に教授会との関係に

おいて明確化したことにあります。

大学の「校務Jの具体的内容については、必ずしも一律に定められるもので
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はなく、学校法人の業務決定権を有する理事会との関係において決まってくる

ものと解されます。例えば、予算の配分や組織の再編といった事柄について、

理事会が判断するか、それとも大学の決定賢者である学長に委ねることとする

かは、各学校法人の理事会の判断によって異なり得るものと考えられます。」

rQ&AJは、 http://www.mextgo.jp/a_menu/koutou/daigakug/1353252.htm

22 執筆時点では各大学における学則等の改正が終了し、 20日年4月28日付で文

科省から「内部規則の総点検・見直し結果の調査についてJが各大学に発せら
れている。

23 勿論、一般に大学の経営事項と教育研究事項とは密接に関係するところから、

明確に区分することはできず、また教育研究事項の内容についても明確な区分

があるわけではない。唯、国公立大学の事例で言えば、 1999年の国立学校設置

法の一部改正により、国立大学の運営諮問会議及び評議会の規定が新設され、

教授会の審議事項が前註16のように規定されたところから、国立大学では、教

育公務員特例法上の「学部長の採用のための選考J、「教員の採用及び昇任のた
めの選考J(前註15参照)の他は、教授会の審議事項が上記の事項(=r教育
研究事項J)という理解が多い。唯、改正学教法は、 93条2項3号等でともあ

れ「教育研究事項Jと規定しているところから、私立学校法にいう「法人の業
務Jの対義語として大学の「教育研究事項」と表記し、その内容は後に検討す
ることとする。尚、「施行通知Jでは、 93条2項3号の「教育研究に関する重

要事項jとして、教育課程の編成、教員の教育研究業績の審査等が含まれ、

キャンパスの移転や組織再編等も含まれうる、としている。「施行通知」の

「第三留意事項1. (2)⑤、⑥J
24 鈴木勲『逐条学校教育法』学l場書房 (2∞9年)、 784-785頁。
25 松坂浩史『逐条解説私立学技法』特定非営利活動法人学校経理研究会 (2010

年)、 231頁。

26 r施行通知」の指示については、前註20参照。

27 r留意事項jは、 http://www.m位 tgo.jp/a_menu/刷touぬ igakugl1お4431.htm

28 法学協会編『注解日本国憲法上J有斐閣(1953年)、 462頁。尚、松田浩・

前註7、208頁参照。

29 rQ&AJの「問4Jも同様の立場と思われる。尚、在学生が大学に無届出で

学外団体に加入したり学内で署名活動をした等として「退学処分Jとされたた
めに学生の身分確認等が争われた事件として、「昭和女子大学事件J(最判1974

年7月19日)がある。判決では、退学処分は社会通念上合理性を欠くとは認め

られず、学長の懲戒権の範囲内であるから違法ではない、とされたが、その際、

最高裁は、傍論として次のように判示した。 f憲法19条、 21条、 23条等のいわ
ゆる自由権的基本権の保障規定は、国又は公共団体の統治行動に対して個人の

基本的な自由と平等を保障することを目的とした規定であって、専ら国又は公

共団体と個人との関係を規律するものであり、私人相互間の関係について当然

に適用ないし類推適用されるものでない。」
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30 尚、人権規定の「私人間効力」の法理と、所調「特殊な部分社会」の法理と

は区別されなければならない。後者は、勿論批判が多いが、そもそも「司法権

の範囲J(ないし「限界J)の問題であり、当該事項が「特殊な部分社会」の内
部問題とされれば、司法審査・判断を行うことができない、という法理である

(，地方議会出席停止事件J(最大判1960年(昭和35年) 5月19日民集4巻12号
2633頁、「富山大学事件J最判1977年(昭和52年) 3月15日民集31巻2号234頁
参照)。これに対し、前者の場合は、当該紛争が「法律上の争訟」に当たり、

したがって司法審査の対象にはなるが、憲法は適用きれない、とする法理であ

る。もっとも、昭和女子大事件において最高裁は、上述の説示の後に次のよう

に続ける。「ところで、大学は、国公立であると私立であるとを問わず、学生

の教育と学術の研究を目的とする公共的な施設であり、法律に格別の規定がな

い場合でも、その設置目的を達成するために必要な事項を学則等により一方的

に制定し、これによって在学する学生を規律する包括的権能を有するものと解

すべきである。J，特に私立学校においては、建学の精神に基づく独自の伝統な
いし校風と教育方針とによって社会的存在意義が認められ、学生もそのような

伝統ないし校風と教育方針のもとで教育を受けることを希望して当該大学に入

学するものと考えられるのであるから、右の伝統ないし校風と教育方針を学則

等において具体化し、これを実践することが当然認められるべきであり、学生

としてもまた、当該大学において教育を受けるかぎり、かかる規律に服するこ

とを義務づけられるものといわなければならない。J，もとより、学校当局の有
する右の包括的権能は無制限なものではありえず、在学関係設定の目的と関連

し、かつ、その内容が社会通念に照らして合理的と認められる範囲においての

み是認されるものであるが、具体的に学生のいかなる行動についていかなる程

度、方法の規制を加えることが適切であるとするかは、それが教育上の措置に

関するものであるだけに、必ずしも画一的に決することはできず、各学校の伝

統ないし校風や教育方針によってもおのずから異なることを認めざるをえない

のである。J(下線部は筆者)
31 現行法上、私立学校の公共性については、以下のような規定がある。

①教育基本法第6条第 1項「法律に定める学校は公の性質を有するもので

あって、図、地方公共団体及び法律に定める法人のみが、これを設置すること

ができる。j同 第8条「私立学校の公の性質および学校教育において果たす
重要な役割にかんがみ、国及び地方公共団体は、その自主性を噂重しつつ、助

成その他適当な方法によって私立学校の振興に努めなければならない。」

②私立学校法第 l条「この法律は、私立学校の特性にかんがみ、その自主

性を重んじ、公共性を高めることによって、私立学校の健全な発達を図ること

を目的とする。」

尚、③旧教育基本法第6条(学校教育)第 1項「法律に定める学校は、公

の性質をもつものであって困又は地方公共団体の外、法律に定める法人のみが、

これを設置することができる。J
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第2項「法律に定める学校の教員は、全体の奉仕者であって、自己の使命を

自覚し、その職責の遂行に努めなければならない。このためには、教員の身分

は尊重され、その待遇の適正が、期せられなければならない。」

実際、東京都生活文化局 f東京都の私学助成(平成27年版)Jには、「第1章
大きな役割を担う私立学校Jr 1私立学校とは 自主性と公共性私立学校は、
公教育機関として岡・公立学校と変わりなく公教育の一翼を担っている。すな

わち私立学校にも、公立学校と同様に憲法、教育基本法及び学校教育法が適用

される。Jと明記されている。
http://www.seikatubunkametro.tokyo.jp/shigaku/shigakugyouseil 

32 大学の「目的」については、学教法83条l項「大学は、学術の中心として、

広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び

応用的能力を展開させることを目的とするけ第2項「大学は、その目的を実

現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することにより、社

会の発展に寄与するものとする。Jと規定する。国公立大学と私立大学は区別
されていない。

33 高柳信一・大浜啓吉「憲法23条」・前註5、103頁;中村睦夫「憲法23条」・

前註14、548頁;常本照樹・前註11、8、12頁;芦部・前註4、220頁等。尚、君

塚正臣・前註11r国立大学法人と『大学の自治JJ、203、205頁。君塚はさらに
進んで、私立大学では経営と教学が明確に分離され、後者を理事会が決定する

ことを自律と考えてはならない、とする。

34 松田浩「憲法23条j・前註7、208-209頁。種谷春洋「憲法23条J芦部信喜
編『憲法nJ・前註11、お8頁:阪本昌典『憲法理論mj成文堂、 190頁;君塚
正臣『憲法の私人間効力論j悠々社 (2∞8年)、 518頁等。
35 松井幸夫「学問の自由と大学の自治」ジュリストNo.1089(1鈎6.5. 1-15)、

208頁;常本照樹・前註11、12頁;松田浩・前註7、208頁等。

36 2(旧4年4月27日衆議院文部科学委員会における今井証三参考人の発言。後註

38。
37 堀雅晴「私立大学における大学ガパナンスと私学法制をめぐる歴史的検

証一一2004年改正私学法の総合的理解のために一一」立命館法学316号、 220-

289頁。

38 第159国会衆議院文部科学委員会議事録第10号2004年4月7日より抜粋・要

約。 http://www.shugiin.go.jp/internetlitdb_kaigiroku.nsflh回 νkai前okul

∞961592ω404070l0.h佃E尚、堀雅晴・向上247頁以下参照。
39 第159回困会参議院文教科学委員会議事録第14号2∞4年4月27日より抜粋・
要約。 http://kokk乱nd1.go.jp/SENTAKU/sangiin/159/006l/15卯42700610l4c.

html堀雅晴・向上、 263頁参照。

40 向上議事録より抜粋・要約。

41 向上議事録より抜粋・要約。

42 鈴木勲・前註24、ω4頁等参照。しかし、鈴木は、「そのことによって(憲
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法23条を踏まえると、私立大学の教員、教授会との関係で)法律解釈上の疑義

が生じている」、という問題意識を持っていた。同頁。

43 三井正信「大学教授の新聞紙上発言を理由とする懲戒処分等の効力」民商法

雑誌137巻6号592頁;矢島基美「私立大学における学問の自ItlJジュリスト臨

時増刊1354号・平成19年度重要判例解説、 20頁等参照。

44 この点に関しては、前説5参照。

45 前註35参照。

46 文科省 HPr国立大学改革について」参照。
ミッション再定義については、人文科学分野

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/1346500.htm 

社会科学分野

http://www.mext.go.jp/a_menll/koutoll/houjin/1346501.htm 

追記:

1.脱稿後、文科省は2015年6月8日「国立大学法人等の組織及び業務全般の見

直しについて(通知)Jを発出し、同立大学の人文社会科学系学部等の組織再
編等を指示している。

2. また、脱稿後、酪農学聞大学で理事会の意向に従わなかった学長が解任され

たことが報じられた。 2015年7月15H北海道毎日新聞

http://mainichi.jp/edu/news/20150715ddr041100008000c.html 

追悼:

故・田中則夫教授は筆者と同年代であるのに、こうして追悼論文を書くことにな

ろうとは夢にも思われなかった。本稿のテーマは、現職の副学長であられた田中

則夫教授と様々議論してみたかったものの一つである。今はただ、ご冥福をお祈

りするばかりである。
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